
預金保険機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

理事長

理事

　理事長及び理事の報酬については、平成10年9月以降、特殊法人等の
役員の給与についての一連の閣議決定に従い、国家公務員（指定職）の
水準に準じて適正な水準となるよう決定している。
　監事の報酬については、他の政府関係機関における非常勤監事の勤務
実態及び報酬額等を参考にして決定している。

　役員報酬は、人事院勧告に基づく「一般職の職員の給与に関する法律
（以下、「給与法」という。）」の改定に準拠し、預金保険機構役員給与規程
（以下、「役員給与規程」という。）の改定を行い、当該規程に基づいて役員
報酬を支給することとしている。業績給については導入していない。

　役員報酬支給基準は、月額、特別手当から構成されて
いる。月額については、役員給与規程に則り、本給（１，１
０７，０００円）に地域手当（２２１，４００円）を加算して算出
している。特別手当についても、役員給与規程に則り、特
別手当基準額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋
本給及び地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た
額）に６月に支給する場合においては１００分の１６２．５、
１２月に支給する場合においては１００分の１６７．５を乗
じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者
の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　なお、令和４年度においては、人事院勧告に基づく給
与法の改正に準拠し、特別手当支給率の引き下げ（０．０
５ヶ月分）を実施した。その際、国家公務員における給与
改定の動向を踏まえ、令和３年度の特別手当引下げに相
当する額については、令和４年６月の特別手当から減額
することで調整を行っている。

　役員報酬支給基準は、月額、特別手当から構成されて
いる。月額については、役員給与規程に則り、本給（８２
２，０００円）に地域手当（１６４，４００円）を加算して算出し
ている。特別手当についても、役員給与規程に則り、特
別手当基準額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋
本給及び地域手当の月額に１００分の２０を乗じて得た
額）に６月に支給する場合においては１００分の１６２．５、
１２月に支給する場合においては１００分の１６７．５を乗
じ、を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間における
その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　なお、令和４年度においては、人事院勧告に基づく給
与法の改正に準拠し、特別手当支給率の引き下げ（０．０
５ヶ月分）を実施した。その際、国家公務員における給与
改定の動向を踏まえ、令和３年度の特別手当引下げに相
当する額については、令和４年６月の特別手当から減額
することで調整を行っている。

  ② 令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方



監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,833 13,284 5,893 2,656 （地域手当） ＊※

千円 千円 千円 千円

16,337 9,864 4,375
1,972

124
（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

16,330 9,864 4,375
1,972

118
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

16,468 9,864 4,473
1,972

158
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,433 9,864 4,375
1,972

220
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

1,848 1,848

注１：「令和４年度年間報酬等の総額」欄と各内訳の合計の不一致は、端数処理によるものである。
注２：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注３：「前職」の「※」は独立行政法人等の退職者、「*」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「*※」は退職公
       務員が独立行政法人等の役職員に就任し退職した後、役員となったことを示す。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
理事長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

D理事

役名

理事長

A理事

B理事

　理事長の報酬については、平成10年9月以降、特殊法
人等の役員の給与についての一連の閣議決定に従い、
国家公務員（指定職）の水準に準じて適正な水準となるよ
う決定している。また、人事院勧告に基づく給与法の改定
に準拠し、役員給与規程の改定を行っており、その報酬
水準は妥当なものと認められる。

　理事の報酬については、平成10年9月以降、特殊法人
等の役員の給与についての一連の閣議決定に従い、国
家公務員（指定職）の水準に準じて適正な水準となるよう
決定している。また、人事院勧告に基づく給与法の改定
に準拠し、役員給与規程の改定を行っており、その報酬
水準は妥当なものと認められる。

該当者なし

　監事の報酬については、平成11年9月に、他の政府関
係機関（沖縄振興開発金融公庫及び日本政策金融公
庫）における非常勤監事の勤務実態及び報酬額等を参
考にして決定しており、その報酬水準は妥当なものと認め
られる。

　役員報酬支給基準は、月額のみである。月額について
は、役員給与規程に則り、非常勤役員手当月額（１５４，０
００円）である。

その他（内容）

監事
（非常勤）

前職

C理事

就任・退任の状況



【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

預金保険機構は、金融機関の破綻処理や債権回収な
ど、多岐にわたって専門性が求められる業務を行ってお
り、その役員については、金融業務や倒産法制、債権回
収などの高度な専門知識を有する人材が求められてい
る。そうした中で、預金保険機構においては、特殊法人等
の役員の給与についての一連の閣議決定に従い、国家
公務員（指定職）に準じた水準にすることとし、人事院勧
告に準じて給与規程の改定を行うこととするなど、給与水
準の適正化に努めている。

　業績給については、現在導入していない。今後国の動向を踏まえ、導入
の是非等を検討する。

法人での在職期間

理事長

理事

判断理由

該当者なし

該当者なし

理事長

理事

監事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

264 48.3 9,088 6,623 168 2,465
人 歳 千円 千円 千円 千円

237 48.4 9,209 6,610 183 2,599
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 45.4 14,031 10,170 129 3,861
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 48.8 5,028 5,028 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

民間出向職員

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢

　職員の俸給については、給与法の適用を受ける国家公務員と同様に職務の内容と責任に応
じて決定している。また、国等からの出向者についても、それぞれの出向元での給与を基準とし
て、機構に採用する際に給与を決定している。
　人件費管理については、認可された予算の範囲内で適正に管理している。

　職員の勤務成績に応じて、国家公務員と同様に、昇給、昇格及び賞与のうち勤勉手当の額
に反映させている。

　預金保険機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（特別調整給、職能手当、扶養手当、
地域手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、深夜勤務手当、管
理職員特別勤務手当、特殊勤務手当、期末手当及び勤勉手当）としている。
　期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋役職段階別加算額
＋管理職加算額）に期別支給割合を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその
者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（俸給＋地域手当＋役職段階別加算額＋管理職加
算額）に勤勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定める割合を乗じ、さらに基準日以
前６箇月以内の期間におけるその者の勤務期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　なお、令和４年度における主な改定内容は、人事院勧告に基づく給与法の改正に準拠した
期末手当の支給月数の引き下げ（年間0.15ヶ月分）及び勤勉手当の支給月数の引き上げ（年
間0.1ヶ月分）並びに俸給表の一部改正である。その際、国家公務員における給与改定の動向
を踏まえ、令和３年度の期末手当引下げに相当する額については、令和４年６月の期末手当か
ら減額することで調整を行っている。

うち所定内

事務・技術

総額

指定職

人員

嘱託職員

令和４年度の年間給与額（平均）



人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

21 62.7 7,784 5,568 183 2,216
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 62.7 7,784 5,568 183 2,216
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当なし

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：指定職員とは国の指定職俸給表の適用相当の者、民間出向職員とは金融機関等からの出向者、嘱託職員とは
期間を定めて任用した者(国の指定職俸給表の適用相当の者を除く)をいう。

注３：任期付職員（指定職及び嘱託職員）については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定され
るおそれのあることから、記載していない。
注４：研究職、医療職、教育職に該当者がいないため、記載を省略した。

嘱託職員

民間出向職員

事務・技術

嘱託職員

在外職員

任期付職員

事務・技術

指定職

非常勤職員

指定職

民間出向職員

指定職

再任用職員

事務・技術

嘱託職員

民間出向職員



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

6 57.2 13,546

38 56.7 11,362

61 54.1 10,512

47 48.8 8,595

72 41.7 7,242

13 28.0 4,575

15,074～12,289

年間給与額

　　　係長・同相当職

12,101～10,096

11,749～9,007

最高～最低

　　　部長・同相当職

　　　次長・同相当職

　　　課長・同相当職

　　　課長補佐・同相当職

　　　係員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）
　　〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

10,002～5,014

平均年齢人員

5,135～3,967

分布状況を示すグループ

千円

9,447～7,666
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平均給与額
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第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
千円



④

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

46.3 43.8 45.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 53.7 56.2 55.0

％ ％ ％

         最高～最低 57.9～43.3 59.9～48.0 58.9～48.0

％ ％ ％

55.5 52.7 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.5 47.3 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.7～41.3 51.1～43.8 50.0～42.6

３　給与水準の妥当性の検証等

（事務・技術職員）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

１．当機構の勤務地は東京及び大阪のみであり、全職員に対して東京
20％、大阪16％と高い支給割合の地域手当を支給しているため。
２．特殊性（金融機関の破綻処理等）を有する業務を処理するため、金融実
務経験者、金融システム精通者などの高度な専門性を備えた者を主に採用
しているため。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

対国家公務員
指数の状況

一律支給分（期末相当）

・年齢・地域勘案　　　　　　　  107.8

項目

・年齢・学歴勘案　　　　　　　  118.5

内容

区分

管理
職員

・年齢・地域・学歴勘案　　　   105.2

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 122.0

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　0.01％】
（支出予算の総額　16,344,515,902千円、国からの財政支出額
2,236,835千円：令和４年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和３年度決算（一般勘定））】
【管理職の割合　16.9％（常勤職員数　427名中72名）】
【大学卒以上の割合　　85.2％（常勤職員数　427名中364名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額　0.6％】
（支出総額　703,867,949,098円、給与・報酬等支給総額　4,016,841,543円：
令和３年度決算）

（法人の検証結果）
　勤務地の特殊性のほか、金融機関の破綻処理等の業務の特殊性から、金
融実務経験者、金融システム精通者などの高度な専門性を備えた者を主に
採用しているため、管理職や大卒以上の高学歴者の割合が高い。そのた
め、国に比べて給与水準が高くなっているものの、支出総額に占める給与・
報酬等支給総額は0.6％、国からの財政支出の割合は0.01％といずれも低
く、累積欠損額もない。
　今年度のラスパイレス指数については前年度と比較して概ね横ばいで推
移しており、今後も引き続き国の制度改正を踏まえ、給与水準の適正化に努
める必要があると考える。

（主務大臣の検証結果）
　預金保険機構の給与水準が国家公務員の給与水準に比べて高くなって
いるのは、金融機関の破綻処理等の業務の特殊性から、金融の実務経験
者、金融機関のシステム精通者などの高度な専門性を備えた者を採用して
いることが要因となっていると考えられる。そうした中で、預金保険機構にお
いては、人事院勧告に準じた給与改定を行うこととするなど、給与水準の適
正化に努めている。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A) 0.9%
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ) 8.4%
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ) 0.6%
千円 千円 千円 千円 千円

(D) 567,754 568,812 585,313 594,534 9,221 1.6%
千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 1.1%

　業績給については、現在導入していない。今後、給与法の適用
を受ける国家公務員の動向を踏まえ、導入の是非等を検討する。

○ ２２歳（大卒初任給）
　月額 198,500円　年間給与 3,906,480円
○ ３５歳（係長・同相当職）
　月額 281,200円　年間給与 5,608,254円
○ ５0歳（課長補佐・同相当職）
　月額 403,500円　年間給与 8,260,452円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者は級に応じて
3,500円又は6,500円、子1人につき10,000円）を支給

区　　分

退職手当支給額

給与、報酬等支給総額
3,750,327 3,703,004

講ずる措置

73,478 73,522 73,996

35,354 34,116 69,481 75,334

令和５年度に見込まれる対国家公務員指数
　年齢勘案：122.0程度、年齢・地域・学歴勘案：105.2程度
　目標水準：105.2程度（年齢・地域・学歴勘案）、目標期限：令和５年度

　勤務地（東京及び大阪のみ）の特殊性による給与水準の格差は、今後も解
消は困難である。また、業務の特殊性から金融の実務経験者や高度の専門
性を備えた者を主に採用しており、給与水準差の解消については、人材確
保の観点からも困難であるが、引き続き、国の制度改正を踏まえ、給与水準
の適正化に努め、年齢・地域・学歴勘案による指数が、令和４年度の水準と
概ね同水準となることを目指す。

3,817,792 3,850,967 33,175

66,459

対前年度比

48,722

福利厚生費

5,853

最広義人件費

474
非常勤役職員等給与

4,546,110 4,594,8324,379,4124,419,896



総人件費について参考となる事項

「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」の増減要因

　①給与、報酬等支給総額

　②最広義人件費

Ⅳ　その他

　前年度比33,175千円（0.9％）については、職員数の増加や国家公務員の給与改定に準拠した
給与支給額の増加が主な要因。

　前年度比48,722千円（1.1％）については、上記の要因のほか、社会保険料率の引き上げによる
福利厚生費の増加や定年退職等による退職者の増加に伴う退職手当の増加が主な要因。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づ
き、役員の退職手当については平成30年1月1日から国家公務員と同様の支給水準の引
き下げを行った。職員については従前より国家公務員の支給水準よりも低い支給率を適
用していることから特段の措置は講じていないが、今後も国家公務員の動向を勘案しつ
つ、引き続き適正な水準を維持していく。

特になし


